
- 1 -

山口県建設工事条件付一般競争入札参加条件基準
［令和 2 年 3 月 5 日平 31 技術管理第 706 号］

１ 趣旨

  この基準は、山口県が発注する建設工事の適正な執行を確保するための条件付一般

競争入札に参加する者の条件に関し、必要な事項を定めるものとする。

２ 参加条件

(1) 工事の種類ごとに、当該工事の請負対象設計額に応じ、下表の「請負対象設計額」

欄に示す金額に見合う工事等（以下「等級工事」という。）に対応する「等級」欄に

示す等級に区分された業者を参加させることができる。

等級工事区分

   土木一式工事

                         （単位：千円）

等 級 請負対象設計額

Ａ ６０，０００以上

Ｂ ３０，０００以上 ６０，０００未満

Ｃ １０，０００以上 ３０，０００未満

Ｄ １０，０００未満

建築一式工事

                         （単位：千円）

等 級 請負対象設計額

Ａ ６０，０００以上

Ｂ ３０，０００以上 ６０，０００未満

Ｃ １０，０００以上 ３０，０００未満

Ｄ １０，０００未満

とび・土工・コンクリート工事

                         （単位：千円）

等 級 請負対象設計額

Ａ １５，０００以上

Ｂ ７，０００以上 １５，０００未満

Ｃ ７，０００未満

管工事、電気工事、その他専門工事

                         （単位：千円）

等 級 請負対象設計額

Ａ １２，０００以上

Ｂ ７，０００以上 １２，０００未満

Ｃ ７，０００未満
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(2) (1)による参加のほか、次により参加させることができる。

  ア Ａ等級業者を参加させる場合の範囲

   Ａ等級業者をＢ・Ｃ等級工事に参加させる場合の請負対象設計額の範囲は、次

のとおりとする。

                            （単位：千円）

工事区分 請負対象設計額

土木一式工事 ３０，０００以上

建築一式工事 ３０，０００以上

とび・土工・コンクリート工事 １５，０００未満

管、電気、その他専門工事 １２，０００未満

  イ Ｂ等級業者を参加させる場合の範囲

   (ｱ) Ｂ等級業者をＡ等級工事に参加させる場合の請負対象設計額の範囲は、次の

とおりとする。

                            （単位：千円）

工事区分 請負対象設計額

土木一式工事 １００，０００未満

建築一式工事 １００，０００未満

とび・土工・コンクリート工事 ４０，０００未満

管、電気、その他専門工事 ３０，０００未満

  
(ｲ) Ｂ等級業者をＣ等級工事に参加させる場合の請負対象設計額の範囲は、次の

とおりとする。

                           （単位：千円）

工事区分 請負対象設計額

土木一式工事 １０，０００以上

建築一式工事 １０，０００以上

とび・土工・コンクリート工事 ７，０００未満

管、電気、その他専門工事 ７，０００未満

  ウ Ｃ等級業者を参加させる場合の範囲

   (ｱ) Ｃ等級業者をＢ等級工事に参加させる場合の請負対象設計額の範囲は、次の

とおりとする。

                           （単位：千円）

工事区分 請負対象設計額

土木一式工事 ６０，０００未満

建築一式工事 ６０，０００未満

とび・土工・コンクリート工事 １５，０００未満

管、電気、その他専門工事 １２，０００未満



- 3 -

   (ｲ) Ｃ等級業者をＤ等級工事に参加させる場合の請負対象設計額の範囲は、次の

とおりとする。

                            （単位：千円）

工事区分 請負対象設計額

土木一式工事 １０，０００未満

建築一式工事 １０，０００未満

エ Ｄ等級業者を参加させる場合の範囲

Ｄ等級業者をＣ等級工事に参加させる場合の請負対象設計額の範囲は、次のと

おりとする。

                            （単位：千円）

工事区分 請負対象設計額

土木一式工事 ３０，０００未満

建築一式工事 ３０，０００未満

３ 特殊な工事等

工事内容、地域の実情あるいは業者の状況等で特別な事由がある場合及び特殊な工

事についてはこの基準によらず、それぞれの工事の内容等に適応した業者を参加させ

ることができる。

なお、参加条件の運用にあたっては、競争入札審査会で十分協議すること。

４ 応札可能業者数

  一般競争入札に参加することのできる業者数は、原則２０者以上とする。

  ただし、地域の実情等により、概ね１０者まで減ずることができる。

   附則

この基準は、平成１９年７月１日以降から適用する。

   附則

この基準は、平成２１年７月２１日以降から適用する。

   附則

この基準は、令和２年４月１日以降から適用する。


